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論　　文　　の　　要　　旨

　本論文はヨフィリピンにおける杜会構成体なかんずく村落社会の階級ラ階層の変化とそれに伴な

う農業危機を，総合的農地改革計画（htegrated　Agrari狐Reform　Program）がヨ特に自給作物

地域に与えた影響という観点から考察しようとすろものである。

　一般的見解によればヨこの地域における農業危機の原因は封建的構造にあるとされる。それに対

し、本論文では，フィリピン社会構成全体が世界資本主義に連関したためヨ農業危機が発生したと

主張される。そのために，本論文は理論的枠組みとして世界システム1アプローチ（wor1dsystem

approach）を採用している。このアプローチによればラ中心資本主義との関係が周辺資本主義社会

構成体の発展と，それを構成する諸生産様式および諸社会階級の構造を規定する。

　本論文の特色は，歴史的画統計的な巨視的分析と、ヌエバ国ウシハ（Meva趾1ja）州内のひとつ

の米作村落における実地調査に基づく微視的分析の総合にある。

　歴史的にみるとヨ世界資本主義との接触以前におけるフィリピンはラプレベンド封建制（prebeむdary

fenda1ism）とともに，イスラム封建制ヨ共同体等の諸生産様式が接合（articu1ate）された前資本

主義的杜会構成体として存在していた。スペインによる植民地化の後期局面で輸出用現金作物の生

産が始まりヨ輸出作物地域においては周辺資本主義的生産様式が形成された。この過程で地主小作

関係が出現しはじめヨ地主となったのは教会と中国系混血者であった。一方プレベンド封建制はヨ

周辺封建制的生産様式として主として自給作物地域に存続しつづけた。周辺資本主義的生産様式と
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周辺封建制的生産様式との接合という基本的構造はラ現在に至るまでフィリピン社会構成体の特徴

となっている。したがって、自給作物地域の農業危機は歴史的な起源をもっている。

　統計的資料に基づく巨視的分析はヨとくに輸出作物地域と対比される自給作物地域の地主小作関

係の全国的状況を明らかにしている。

　輸出作物にたいする世界的な需要減退はラこれまでフィリピン周辺資本主義の隈界線上にあった

自給作物地域の総体的編入を必要とさせた。総合的農地改革計画が果している役割はラまさにこの

編入の促進にほかならない。すなわちラこの計画は害生産過程では地主小作関係の解消および土地

の市場化をつうじて，流通過程では投入および産出の市場の拡大をつうじてヨ自給作物地域の資本

主義化を促進しようとするものである。さらにこの計画は，低賃金労働カの供給ヨ低賃金を維持す

るための食料の低価格の維持ラ農民の不満を吸収することによる政治的安定の確保などの役割も果

している。

　巨視的分析に続いて、ひとつの村落の全数調査に基づく微視的分析が展開される。調査対象村落

はラ自給作物としての米作の典型例であること、首都との関連における中心一周辺性において中問

的であること，総合的農地改革計画の実施度が高いことを基準として選定された。

　計画実施以前の調査村落の階層構造はラ土地と労働を支配する不在地主層と。富農1中農1貧農

からなる農民層とから構成されていた。富農層は5ヘクタール以上の耕作規模をもち，その主体は

刈分小作農である。この階層は地主にたいする従属が強く封建制的性格をもっと強く保持していた

が，それとともに投入と産出の市場および雇用労働市場との関係も強かった。したがって，かれら

は封建制的性格と資本義義的性格をあわせもっていたのである。中農層は3ヘクタール以上5ヘク

タール未満の耕作規模をもちラその主体は定額小作農である。この階層は地主からの独立性が強く，

投入財市場との関係は富農層よりも強かった。したがって。かれらは諸階層のなかでもっと資本主

義的であった。貧農層は3ヘクタール未満の耕作規模をもち，その主体は定額小作農である。この

階層は，地主および諸市場との関連がもっとも弱くヨ非農業労働力化しやすい限界的階層であった。

　総合的農地改革計画によれば害7ヘクタール以上を所有する地主の土地は小作者に移転されて，

小作者は地価償還自作農（amortizingowners）となりラ7ヘクタール未満を所有する地主の小作者

には永続的定額借地権が保証されることになっている。

　計画施行後約五0年経過したがヨその実施は遅々としている。しかし。階級構造と地主小作関係は

変化しつつある。現在の調査農村の階層構造も、富農画中農邑貧農に区別することができる。富農

層は主として自作農および地価償還自作農から構成されている。この階層は旧地主との封建的関係

を解消しつつあり、投入および産出市場との関連は密接である。中農層は主として永続的定額借地

農から構成されている。借地権に由来する制約のため地主との封建的関係は強く，同時に諸市場と

の関係も深い。したがってヨかれらは封建制的および資本主義的生産様式の接合を体現している。

貧農層は刈分小作農および土地非保有者から構成されておりラもっとも非農業労働カ化しやすい。

　総合的農地改革計画により創設された地価償還自作農および永続的定額借地農は，計画実施以前

の階層構造とは独立である。すなわちラ両カテゴリーとも計画以前の刈分小作農と定額小作農から
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同程度に補給されている。

　要するに，調査農村は，．依然として存続する封建制的生産様式とラ農村ラ国家ヨ世界の諸水準に

おける資本主義的諸利害の帰結として強化されつつある資本主義的生産様式とが接合された状況に

あるということができる。計画にたいする地主の低抗は，このような接合の矛盾の発現として把握

できる。それは、資本主義化する傾向を示している地価償還自作農を計画の対象からできるだけ除

外しようとする努カとして現われている。これと対応してヨ地価償還自作農の地主にたいする態度

は肯定的な側面も否定的な側面もあり，一義的なものとはいえない。

審　　査　　の　　要　　旨

　本論文の最大の特徴は，対象としてのフィリピンの農業危機および総合的農地改革計画にたいし

て，全国レベルおよび村落レベルにおいて世界システム何アプローチを適用したところにある。こ

のアプローチはラ従来ある途上国全体の分析に用いられたことはあったがラ村落レベルに適用され

たことはほとんどなかった。本論文はヨ通常の村落モノグラフにしばしばみられる全体的文脈との

関連性の欠如という通弊がヨこのアプローチの採用によって克服されることを示している。

　この特徴と関連して、本論文が接合理論を理論的に発展させていることが強調されるべきである。

接合理論はラ伝統的諸生産様式と誘導される新しい生産様式が相互作用しあいながら統合されるこ

とを明確にしてヨ途上社会の理論に大きな貢献をした。しかしヲ従来の接合理論では，諸生産様式

は固定的静態的なものとして把握されることが多かった。本論文はヨ諸生産様式そのものの変化に

注目することによって，その動態化に成功している。すなわち，巨視的には輸出作物地域と自給作

物地域とが，微視的には地主と自作農とがラそれぞれ対比されながらヨ封建制的生産様式の弱化と

資本主義的生産様式の強化の相互依存的進行という統一的把握がなされている。この結果ラ周辺資

本主義的なフィリピン社会構成体を動態的に理解することが可能となった。

　さらに，本論文の具体的な分析単位が階級および階層であることが注目されなければならない。

歴史的分析においてはとりわけ地主層の形成過程に注意がはらわれ、微視的分析においては富農・

中農1貧農という村落内階層が中心となっている6この結果ヨ本論文は世界システム1アプローチ

および接合理論を社会学化することに成功している。

　本論文の弱点を強いて指摘すれば，第1に農業危機の実態分析がそれほど徹底的におこなわれた

ものでないことヨ第2に巨視的な統計資料の選択および説明にやや難があること，第3に村落調査

のデータ解釈に若干の不充分さが散見されることがあげられよう。しかしながらラこれらは部分的

な弱点にすぎず，本論文のメリットを損うほどのものではない。

　よって著者は杜会学博士の学位を受けるに十分な資格があるものと認める。
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